（各課様式１）

予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費　　　
	事業名　障がい者用体育館等施設整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　施設整備係　電話番号：058-272-1111（内2618）

　　　　　　　                          E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　1,028,361千円（前年度予算額：131,682千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	131,682
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	98,700
	32,982

	要求額
	1,028,361
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	771,100
	257,261

	決定額
	1,028,361
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	771,100
	257,261


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
○ 県内に障がい者用体育館が無く、障がい者団体から整備要望が寄せられるとともに、障がい者スポーツに対する機運も高まっており、競技水準の向上に向けた支援も求められている。

○　このため、障がい者のスポーツを通じた社会参加の推進や体力の向上、競技力の向上を目的に、岐阜市鷺山地内に障がい者用体育館を整備する。
（２）事業内容

平成３１年度中の供用開始を目指し、障がい者用体育館（１階：岐阜希望が丘特別支援学校、２階：障がい者用体育館）を整備する。
①障がい者用体育館等整備工事

【内訳】           　　　　　　　　　 （単位：千円、（　）：別途予算）　　　　　　　　　　　　　　
	
	平成29年度
	平成30年度

	工事監理費
	 4,099（教育 4,332）
	    8,322（教育8,794）

	工事請負費
	35,895（教育 91,861）
	1,010,846（教育990,257）


②施設周辺の交差点等への施設案内標識設置工事　7,053千円
③事務費等　2,140千円
（３）県負担・補助率の考え方

　 ○ 県10/10
（４）類似事業の有無
　 ○ 無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	1,426
	

	需用費
	　　 570
	消耗品費509、燃料費61

	役務費
	     144
	通信運搬費40、手数料 104

	委託料
	8,322
	体育館工事監理費 

	工事請負費
	1,017,899
	体育館工事1,010,846、標識設置工事 7,053

	合計
	1,028,361
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　  ○岐阜県長期構想（中間見直し）において、「ぎふ清流大会の開催を契機　　に深まった障がい者スポーツへの関心と参加意欲の向上を捉え、スポーツを通じた障がい者の社会参加を推進する」ことを政策の方向性に位置づけ。
　　○岐阜県障がい者支援プランにおいて、障がい者のスポーツを通じた社会参加を促進するための拠点として障がい者用体育館の整備を位置付け。

（２）国・他県の状況

３４/４７都道府県が類似施設を設置

（３）後年度の財政負担
　　　無
（４）事業主体及びその妥当性
　　　県
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　障がい者用体育館の平成３０年度末までに整備し、平成３１年度中に供用開始する。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	

	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	工事請負費、工事監理費、手数料、事務費の要求であり、指標の設定は困難である。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　土壌汚染対策工事の完了、障がい者用体育館建設工事再開。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

建設予定地においてヒ素が検出された中、適切かつ迅速な対応を図ることで、早期の工事着工に繋げている。

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	ぎふ清流大会での大会出場選手の活躍は、県民に多くの感動や勇気を与えるとともに、障がい者スポーツが、ノーマライゼーション社会の構築に向けた役割や障がい者の自立・社会参加を支援する大きな役割を果たすということの再認識に繋がった。

ぎふ清流大会後の気運の高まりを受け、障がい者用体育館等を整備し、障がい者のスポーツを通じた社会参加の促進や、２０２０年の東京パラリンピックなどに向けた障がい者スポーツ団体の取り組みを支援していく必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	障がい者のスポーツを通じた社会参加の促進等のため、障がい者用体育館の整備が必要である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　土壌汚染対策工事や障がい者用体育館建設工事など複数の工事関係者間で連携を図りながら事業を実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
利用者の利便性を高め、周辺の環境や住環境を阻害しないような計画と

するよう努める。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

障がい者用体育館の平成３０年度末までに整備し、平成３１年度中に供用開始する。


